
第１４０回自賠責保険審議会－資料４

令和２年度ＪＡ共済の運用益の使途について

令 和 ２ 年 １ 月



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
ＪＡ共済の運用益事業について（令和２年度）

主な変更点

平成30年度 令和元年度
(a)

令和２年度（案）
(b)

増減額
（b-a）

増減率(%)

1,327 1,300 1,277 ▲22 ▲1.7

（単位：百万円）【予算の推移】

合計額：1,277,850千円 （22,475千円（1.7%）減）令和２年度計画額

救急医療体制の整備

内容 金額 前年度増減

救急医療機器等購入費補助 390,000 ▲20,000

拡 充

自動車事故被害者対策

内容 金額 前年度増減
重度脳損傷後の意識障がい者と家族に関する研究支援

○令和元年度から3年間の研究支援であり、意識障がい者の家族
の介護負担の軽減を図る支援方策を策定するものである。

○令和２年度は意識障がい者の家族の介護負担に関連する要因
探求を行うことから増額する。

970 200

（単位：千円）

（単位：千円）

減 額
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１． 自動車事故防止対策

平成30年度
計画額

平成30年度
実績額

令和元年度
計画額
(a)

令和２年度
計画額(案)

(b)

計画額の
増減額
(b-a)

増減率
（％）

629,700 608,052 629,700 631,046 1,346 0.2

1.2

（１０）シルバー世代向け自動車安全運転診断の実施　

交通事故未然防止に向けた自動車安全運転診断等による交通安全意識の向上促進を図る。【ＪＡ・ＪＡ
共済連】

全国各地で、生徒が交通事故の実演（スタントマン）により自転車事故の危険性を学ぶ交通安全教室を
開催し、交通事故の未然防止を図る。【ＪＡ共済連・各都道府県警察本部】

212,000

（８）生徒向け自転車交通安全教室の実施

204,775 212,000 212,005 5

104,000 98,628 104,000 105,291 1,291

―
敏捷性測定等の高齢者向け交通安全教室を通じ、交通事故の未然防止を図る。【ＪＡ・ＪＡ共済連】

140,000 136,852 140,000 140,000 ―

0.0

小　　　　　計

自賠責共済運用益拠出事業（詳細）

（単位：千円）

（９）シルバー世代向け交通安全教室の実施

　　　　　　　　　　　　　　　事業の内容(令和２年度(案))　　　　　 【　】内は事業主体

（１）全国一斉交通安全運動の協賛

（２）シートベルト・チャイルドシート着用推進運動の協賛

（３）自動車点検整備推進運動の協賛

交通安全に関する広報活動、交通安全表彰、交通安全教育の推進等を実施する(一財)全日本交通安全協
会を支援し、交通事故の防止を図る。【(一財)全日本交通安全協会】

（４）交通安全スローガン・ポスター募集事業への協賛

（５）全日本交通安全協会の支援

全国のＪＡ等で交通安全運動期間中に同運動ポスターを掲示し、交通事故防止を図る。【内閣府他】
1,000

自動車点検整備推進運動に協賛し、交通事故の防止を図る。【自動車点検整備推進協議会】
500 500 500

1,000

―全国各地で、幼稚園・保育園児とその保護者を対象とした交通安全教室を通じて、交通事故の未然防止
を図る。【ＪＡ・ＪＡ共済連（後援予定：内閣府、警察庁、国土交通省他）】

―

―

973 1,000 ―

―500 ―

1.8

シートベルト・チャイルドシート着用促進の広報活動等により交通事故防止を図る。
【シートベルト・チャイルドシート着用推進協議会】

1,000 1,000 1,000 1,000 ―

（６）反射材を活用した交通安全啓発活動の実施

6,500 6,500 6,500 ―

一般を対象に交通安全スローガンおよび当該スローガンを使用したポスターの募集を行い、優秀作品を
活用した啓発活動を実施し交通事故の防止を図る。【毎日新聞社・(一財)全日本交通安全協会】

2,700 2,700 2,700 2,750 50

2,000 2,000 2,000 2,000 ― ―

―

（７）幼児向け交通安全教室の実施

160,000 154,122 160,000 160,000 ―

夜間の交通事故防止に効果的な反射材の普及促進を図るため、反射材フェアに協賛する。【(一財)全日
本交通安全協会（後援予定：警察庁）】

6,500

-2-



２．救急医療体制の整備

平成30年度
計画額

平成30年度
実績額

令和元年度
計画額
(a)

令和２年度
計画額(案)

(b)

計画額の
増減額
(b-a)

増減率
（％）

435,500 430,622 415,500 395,500 ▲ 20,000 ▲ 4.8

―

（２）救急ヘリ普及推進活動の支援

▲ 4.8

　　　　　　　　　　　　　　　事業の内容(令和２年度(案))　　　　　 【　】内は事業主体

（１）救急医療機器等購入費補助

小　　　　　計

救急医療用ヘリに関する啓発・広報活動を支援し、救急医療体制の整備と被害者救済を図る。
【認定NPO法人救急ヘリ病院ネットワーク】

5,500 5,500

（単位：千円）

5,500 5,500 ―

地域の救急医療を担う厚生連病院等に対して救急医療機器等の購入費を補助し、救急医療体制の整備と
被害者救済を図る。全国の厚生連病院107病院のうち、97病院が救急告示を、25病院がへき地中核・医療
拠点病院指定を受けている。（平成31年3月31日現在）
【厚生連病院他】

430,000 425,122 410,000 390,000 ▲ 20,000
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３．自動車事故被害者対策

平成30年度
計画額

平成30年度
実績額

令和元年度
計画額
(a)

令和２年度
計画額(案)

(b)

計画額の
増減額
(b-a)

増減率
（％）

199,045 191,299 191,925 193,104 1,179 0.6

（８）重度脳損傷後の意識障がい者と家族に関する研究

770 970 200 25.9＜３年計画の２年目＞
重度脳損傷後の意識障がい者と家族の介護負担軽減を図る支援方策開発にかかる支援を実施する。
【筑波大学】

（５）交通事故医療研究の支援

身体障害者の日常生活を補助する介助犬の普及活動を支援し、被害者救済を図る。
【(社福)日本介助犬協会・ＮＰＯ法人日本補助犬情報センター・ＪＡ・ＪＡ共済連】

交通事故法律相談を支援し、被害者救済を図る。
【(公財)日弁連交通事故相談センター】

25,000 ― ―

67,800 63,000 61,800 61,800

20,000 20,000

（単位：千円）

　　　　　　　　　　　　　　　事業の内容(令和２年度(案))　　　　　 【　】内は事業主体

小　　　　　計

自賠責共済・保険の未加入車両の解消を図る自賠責制度周知活動を通じて、被害者救済を図る。
【国土交通省他】

自動車事故損害賠償に関する無料法律相談事業を支援し、被害者救済を図る。
【(公財)交通事故紛争処理センター】

3,000 3,000 3,000 3,000 ― ―

885 1.2

25,000

69,975

20,000 20,000 ― ―

交通事故医療に関する研究を公募のうえ選定した医療研究25件に助成し、医療の進歩に寄与することを
通じて被害者救済を図る。【公募】

（４）介助犬の普及支援

（６）(公財)交通遺児等育成基金の支援

（７）(公財)交通遺児育英会の支援

（３）交通事故無料法律相談機関の支援

（１）自賠責制度周知活動の実施

（２）交通事故無料法律相談事業の支援

71,072 68,508 69,090

― ―

25,00025,000

― ―

交通遺児の生活基盤安定を目的とする(公財)交通遺児等育成基金を支援し、被害者救済を図る。
【(公財)交通遺児等育成基金】

2,173 1,791 2,265 2,359 94 4.1

交通遺児の修学を援助する(公財)交通遺児育英会を支援し、被害者救済を図る。
【(公財)交通遺児育英会】

10,000 10,000 10,000 10,000
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４．後遺障害認定対策

平成30年度
計画額

平成30年度
実績額

令和元年度
計画額
(a)

令和２年度
計画額(案)

(b)

計画額の
増減額
(b-a)

増減率
（％）

9,000 9,000 9,000 3,000 ▲6,000 ▲66.6

（１）適性な後遺障害認定に資する医療研究に対する支援の実施

▲66.6

（単位：千円）

　　　　　　　　　　　　　　　事業の内容(令和２年度(案))　　　　　 【　】内は事業主体

交通事故医療に関する臨床的研究を対象に、研究課題を特定して公募のうえ選定した医療研究に助成
し、交通事故被害者に対する適正な後遺障害認定に資する。【公募】

9,000 9,000 9,000 3,000 ▲6,000

小　　　　　計
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５．医療費支払適正化対策

平成30年度
計画額

平成30年度
実績額

令和元年度
計画額
(a)

令和２年度
計画額(案)

(b)

計画額の
増減額
(b-a)

増減率
（％）

54,200 54,173 54,200 55,200 1,000 1.8

※１．自動車事故防止対策、２．救急医療体制の整備、３．自動車事故被害者対策、４．後遺障害認定対策 および５．医療費支払適正化対策の合計金額

平成30年度
計画額

平成30年度
実績額

令和元年度
計画額
(a)

令和２年度
計画額(案)

(b)

計画額の
増減額
(b-a)

増減率
（％）

1,327,445 1,293,147 1,300,325 1,277,850 ▲ 22,475 ▲ 1.7合　　　　　計

（単位：千円）

　　　　　　　　　　　　　　　事業の内容(令和２年度(案))　　　　　 【　】内は事業主体

（１）医療分野研修等の実施

小　　　　　計

（単位：千円）

医療分野研修を実施し、医療費支払の適正化を図る。
【(一社)ＪＡ共済総合研究所医療研究研修部】

54,200 54,173 54,200 55,200 1,000 1.8
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（単位：千円）
年度

拠出項目 拠出額 増減額 増減率（％） 拠出額 増減額 増減率（％） 拠出額 増減額 増減率（％） 拠出額 増減額 増減率（％） 拠出額 増減額 増減率（％）

１．自動車事故防止対策 675,700 ▲ 73,500 ▲ 9.8 675,700 0 0.0 629,700 ▲ 46,000 ▲ 6.8 629,700 0 0.0 631,046 1,346 0.2

２．救急医療体制の整備 455,500 ▲ 50,000 ▲ 9.8 445,500 ▲ 10,000 ▲ 2.1 435,500 ▲ 10,000 ▲ 2.2 415,500 ▲ 20,000 ▲ 4.5 395,500 ▲ 20,000 ▲ 4.8

３．自動車事故被害者対策 202,099 ▲ 8,701 ▲ 4.1 194,931 ▲ 7,168 ▲ 3.5 199,045 4,114 2.1 191,925 ▲ 7,120 ▲ 3.5 193,104 1,179 0.6

４．後遺障害認定対策 ― ▲ 25,000 ▲ 73.5 6,000 6,000 ― 9,000 3,000 50.0 9,000 0 0.0 3,000 ▲ 6,000 ▲ 66.6

５．医療費支払適正化対策 54,200 ▲ 5,800 ▲ 9.6 54,200 0 0.0 54,200 0 0.0 54,200 0 0.0 55,200 1,000 1.8

1,387,499 ▲ 172,001 ▲ 11.0 1,376,331 ▲ 11,168 ▲ 0.8 1,327,445 ▲ 48,886 ▲ 3.5 1,300,325 ▲ 27,120 ▲ 2.0 1,277,850 ▲ 22,475 ▲ 1.7

（注）拠出額とは、年度初期の予定額であり、実績額ではない。

令和２年度（案）

自賠責共済運用益拠出額の推移

令和元年度平成30年度

合計

平成29年度平成28年度
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１．自動車事故防止対策

（１）全国一斉交通安全運動の協賛 ★ 内閣府他の全国一斉交通安全運動に協賛し、交通事故の防止を図る。 ○ 警察関係者へのヒアリングを実
施

【973千円】 ○ 内閣府他の全国一斉交通安全運動に協賛。秋および春の全国一斉交通安全運動ポスターを全国のＪＡおよび関連団体に
配布、全国各地で運動期間中に掲示。（平成30年秋：17,320枚、平成31年春：16,810枚）

（２）シートベルト・チャイルドシート着
用推進運動の協賛

★ シートベルト・チャイルドシート着用推進協議会の着用推進運動に協賛し、交通事故の防止・軽減を図る。 ○ 活動状況についてヒアリングを
実施

【1,000千円】 ○ シートベルト・チャイルドシート着用推進協議会（内閣府、文部科学省、警察庁、国土交通省および自動車関連団体等
で構成、（一財）日本交通安全教育普及協会が事務局）のシートベルト・チャイルドシート着用推進運動に協賛。

○ シートベルト・チャイルドシート着用必要性等の啓発広報活動。

○ 適切な選定･装着促進のためのチャイルドシート指導員養成研修会の開催支援。

（３）自動車点検整備推進運動の協賛 ★ 自動車点検整備推進協議会の自動車点検整備推進運動に協賛し、交通事故の防止を図る。 ○ 活動状況についてヒアリングを
実施

【500千円】 ○ 自動車点検整備推進協議会（国土交通省および自動車関連団体で構成）の自動車点検整備推進運動に協賛。

○ 自動車点検整備を啓発する「点検ふたり旅」を実施。

（４）交通安全スローガン・ポスター募集
事業への協賛

★ 毎日新聞社・(一財)全日本交通安全協会の交通安全スローガン・ポスター募集事業に協賛し、交通事故の防止を図る。 ○ スローガン、ポスターの大賞作
品を選定する審査会に出席

【2,700千円】 ○ 毎日新聞社・(一財)全日本交通安全協会の交通安全スローガン・ポスター募集事業に協賛。 ○ 活動状況についてヒアリングを
実施

○ スローガン応募数：52,251点

○ ポスター応募数：3,894点

（５）(一財)全日本交通安全協会の支援 ★ 交通安全事業を行う(一財)全日本交通安全協会を支援し、交通事故の防止を図る。 ○ 活動状況についてヒアリングを
実施

【2,000千円】 ○ 第59回交通安全国民運動中央大会を開催し、全国の交通安全功労者や無事故運転者等を表彰、交通事故防止活動の徹底
などの諸対策を国民運動として強力に推進する大会宣言を採択。

○ 春の全国交通安全運動、秋の全国交通安全運動を関係省庁・団体と共催。

○ 交通安全教育の推進。

平成３０年度自賠責共済運用益拠出事業の内容

補助対象事業者 補助対象事業の内容（概要） 備　　　考
【実績額】

参 考
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（６）反射材を活用した交通安全啓発活動
の実施

★ 反射材フェアに協賛し、夜間の交通事故防止に効果的な反射材の普及促進を図る。 ○ 活動状況についてヒアリングを
実施

【6,500千円】
○ (一財)全日本交通安全協会 反射材活用推進委員会が主催し、警察庁が後援する「反射材フェア」に協賛し、夜間の交

通事故防止に効果的な反射材資材の普及促進を行う。
（７）幼児向け交通安全教室の実施 ★ 幼児対象の交通安全教室を実施し、交通事故の防止を図る。 ○ 警察関係者へのヒアリングを実

施

【154,122千円】
○ 全国各地で、幼児がミュージカル形式で交通安全知識を学ぶ交通安全教室を開催。

（29回開催、合計約13,110名（保護者を含む）参加）

（８）生徒向け自転車交通安全教室の実施 ★ 交通事故未然防止に必要な知識や技能の習得の促進を図る。 ○ 現地視察を実施

【204,775千円】
○ 危険な自転車走行に伴う交通事故の実演（スタントマン）により、生徒に危険性を疑似体験させるスケアード・ストレ

イト教育技法による自転車交通安全教室を警察等と連携し開催。（189回開催、85,017名参加）
○ 警察関係者へのヒアリングを実

施

（９）シルバー世代向け交通安全教室の実
施

★ 高齢者対象の交通安全教室を実施し、交通事故の防止を図る。 ○ 警察関係者へのヒアリングを実
施

【136,852千円】
○ 全国各地で、高齢者向けプログラム（交通安全講話、身体機能の衰えに関するＤＶＤ鑑賞や敏捷性測定等）による高齢

者対象の交通安全教室を開催。（147回開催、17,171名参加）
(10) シルバー世代向け自動車安全運転診

断の実施
★ 高齢者を対象に自動車安全運転診断等を実施し、交通安全意識の向上促進を図る。 ○ 警察関係者へのヒアリングを実

施

【98,628千円】
○ 全国各地でドライビングシミュレーター搭載車両「きずな号」を全国に巡回・派遣させ、高齢ドライバーを対象に安全

運転診断を開催。（109回開催、3,185名参加）

２．救急医療体制の整備

（１）救急医療機器等購入費補助 ★ 地域の救急医療を担う病院に対して救急医療機器等購入費を補助し、救急医療体制の整備と被害者救済を図る。 ○ 購入機器の写真等を添付した報
告書を受領

【425,122千円】 ○ 44病院に対する救急医療機器購入費補助
帯広厚生、かづの厚生、能代厚生医療センター、秋田厚生医療センター、由利組合総合、大曲厚生医療センター、平鹿
総合、雄勝中央、坂下厚生総合、白河厚生総合、土浦協同病院なめがた地域医療センター、県北医療センター高萩協
同、上都賀総合、佐野厚生総合、相模原協同、佐久総合、北信総合、南長野医療センター篠ノ井総合、富士見高原、佐
渡総合、長岡中央綜合、村上総合、小千谷総合、柏崎総合医療センター、糸魚川総合、厚生連滑川、岐北厚生、東濃厚
生、リハビリテーション中伊豆温泉、遠州、稲沢厚生、松阪中央総合、鈴鹿中央総合、吉田総合、尾道総合、長門総
合、小郡第一総合、吉野川医療センター、屋島総合、滝宮総合、ＪＡ高知、福岡整形外科、大分県厚生連鶴見、鹿児島
厚生連

主な機器は、超音波診断装置・内視鏡などであり、検査時間の短縮、診断精度の向上等、有効に活用されていることを
事務局で確認している。

○ 3病院に対するリハビリ機器購入費補助
みどり診療所、廣島総合病院、小郡第一総合病院

（２）救急ヘリ普及推進活動の支援 ★ 認定ＮＰＯ法人救急ヘリ病院ネットワークの救急医療用ヘリに関する啓発・広報活動費用を支援し、救急医療体制の整
備と被害者救済を図る。

○ 活動状況についてヒアリングを
実施

【5,500千円】 ○ 救急医療用ヘリの有効性と必要性を広く広報するための広報誌「HEM-Netグラフ」等を発行。

補助対象事業者 補助対象事業の内容（概要） 備　　　考
【実績額】
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３．自動車事故被害者対策

（１）自賠責制度周知活動の実施 ★ 自賠責共済・自賠責保険の未加入車両の解消を図る自賠責制度周知活動を実施し、被害者救済に役立てる。

【3,000千円】 ○ 全国のＪＡ等で秋の全国一斉交通安全運動期間を中心に、国土交通省作成のリーフレット（約69万部）・ポスター（約
4万枚）を配布・掲示。

（２）交通事故無料法律相談事業の支援 ★ （公財）交通事故紛争処理センターの自動車事故損害賠償に関する無料法律相談事業を支援し、紛争解決を図る。

【68,508千円】 ○ ＪＡ共済加入車両の相談等は481件(前年度:388件)であり、前年度より多くの相談を処理した。

（３）交通事故無料法律相談機関の支援 ★ 交通事故法律相談を行う（公財）日弁連交通事故相談センターを支援し、紛争解決を図る。 ○ 活動状況についてヒアリングを
実施

【20,000千円】 ○ 平成30年度のＪＡ共済に加入している車両の交通事故に関する示談斡旋は、申込受理件数139件（前年度121件）、斡旋
延回数237回（同214回）であり、審査は申込受理件数14件（同12件）、審査回数22回（同11回）であった。いずれも是
年度より増加傾向にあり、より多くの人に相談などを提供し、迅速かつ円満な解決に貢献できた。

（４）介助犬の普及の支援 ★ 身体障害者の日常生活を補助する介助犬の普及を支援し、被害者救済に役立てる。 ○ 活動状況についてヒアリングを
実施

【63,000千円】 ○ 特定ＮＰＯ法人日本補助犬情報センター（旧、介助犬アカデミー）の活動状況
　身体障害者補助犬育成補助事業など介助犬・補助犬に関する調査研究・講演等、介助犬・補助犬に関する啓発活動

○ 介助犬デモンストレーションの
現地視察を実施

○ (社福)日本介助犬協会の活動状況
  介助犬の育成・提供、介助犬の認知度向上のための講演会・イベント開催、介助犬利用者・希望者の相談

○ 介助犬の認知度向上を図るための、デモンストレーション・ポスター等による広報活動。（後援：厚生労働省）

（５）交通事故医療研究の支援 ★  交通事故医療の研究にかかる研究費の一部助成。 ○ ＪＡ共済医療研究助成審査委員
会を開催し、助成対象25テーマ
を選定

【25,000千円】 ○ 頭部外傷を伴う重症外傷に対する抗凝固薬を用いた静脈血栓塞栓症の予防法確立に向けた研究
井山　慶大（長崎大学病院　救命救急センター）

○

○ 小児頭部外傷における頭部CT検査適応基準の開発
余湖　直紀（横浜市立大学大学院医学研究科　救急医学）

○ 交通事故による重症頭部外傷後の遷延性意識障害から改善する症例の脳内構造的結合性（connectivity）の特性の解明
阿部　浩明（一般財団法人広南会広南病院（東北療護センター）リハビリテーション科）

○ 高齢者外傷患者における免疫抑制の機序解明と新規治療法への応用
井上　茂亮（東海大学　医学部　外科学系　救命救急医学）

○ D-dimer値を用いた頭部外傷の重症度判定とその機序の解明
末廣　栄一（山口大学医学部附属病院　脳神経外科）

○ 外傷患者におけるヘパリン起因性血小板減少症（heparin-induced thrombocytopenia: HIT）発症メカニズム探索のた
めの包括的研究
久志本　成樹（東北大学大学院医学系研究科　外科病態学講座救急医学分野）

○ 交通事故における外傷性頚髄障害の特徴的症状と画像所見－変性頚髄障害との治療成績比較検討－
町野　正明（名古屋大学医学部附属病院　整形外科）

○ 重度外傷患者における血小板中プラスミノーゲン活性化抑制因子（PAI-1）の動態解析
吉村　旬平（大阪急性期・総合医療センター　救急診療科）

○ 外傷性脊髄損傷者における経年的退院後調査のためのデータベース研究
出田　良輔（独立行政法人労働者健康安全機構　総合せき損センター）

○ 交通事故後の髄液鼻漏の新しい診断方法の開発
橋本　康弘（福島県立医科大学　医学部生化学講座）

○ 重度下腿開放骨折の治療経験－陰圧閉鎖療法の臨床効果－
小林　由香（東海大学医学部 外科学系整形外科学）

○ 抗菌薬含有多孔質HAp/Colの骨髄炎治療に対する有効性、安全性の評価
早乙女　進一（東京医科歯科大学大学院　医歯学総合研究科　整形外傷外科治療開発学講座）

活動状況についてヒアリングを
実施

○

○ 活動状況についてヒアリングを
実施

補助対象事業者 補助対象事業の内容（概要） 備　　　考
【実績額】

各研究の成果については、報告
書の提出を求めるとともに、学
会等にも積極的に発表するよう
依頼している
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○ 外傷性頚髄損傷患者の歩行訓練における歩行アシストスーツの有用性の検討
林　哲生（独立行政法人労働者健康安全機構　総合せき損センター　整形外科・リハビリテーション科）

○ 早期デブリードマンにおけるサーモグラフィーの有用性
岩尾　敦彦（長崎大学病院 形成外科）

○ NODDIによる外傷性脳損傷の解析と客観性診断の確立
柴田　靖（筑波大学水戸地域医療教育センター/水戸協同病院　脳神経外科）

○ Artificial Intelligence（AI）を用いた外傷患者のcomputer tomography（CT）画像の自動診断法の開発
中田　孝明（千葉大学医学部附属病院　救急科・集中治療部）

○ 頭部外傷後高次脳機能障害と大脳皮質、髄質体積の変化
渡辺　充（日本大学　医学部　脳神経外科学系神経外科学分野）

○ 頚髄損傷患者における経肺圧を指標とした至適人工呼吸器管理に関する研究
竹川　良介（大阪大学医学部附属病院　高度救命救急センター）

○ 非侵襲的循環動態モニタリングによる重症外傷に対する輸血療法および血管内治療の効果判定のための定量的評価法の
確立
松村　怜生（横浜市立大学附属市民総合医療センター　高度救命救急センター）

○ 重度外傷患者におけるコリン作動性抗炎症経路の評価系の確立と病態解析
山川　一馬（大阪急性期・総合医療センター　救急診療科）

○ 重症外傷患者における骨髄由来抑制細胞（Myeloid-Derived Suppressor Cells: MDSCs）の動態と感染合併症に関する
臨床的検討
細見　早苗（大阪大学医学部附属病院　高度救命救急センター）

○ 多孔質ハイドロキシアパタイト・コラーゲン複合体
(HAp/Col)/Bone morphogenetic protein(BMP)/骨髄液のハイブリッド材料による筋肉内自家再生骨作成法の確立と、そ
の移植骨としての評価
江川　聡（東京医科歯科大学　整形外科学分野）

○ 超音波による腹腔内血餅を可視化するための方策の検討
大森　一彦（順天堂大学医学部附属静岡病院　救急診療科）

○ 角速度センサーを応用した脊椎外傷手術支援システムの開発・検討
加藤　剛（佐賀県医療センター　好生館　整形外科）

○ AMPK活性化能を有する生体内希少単糖の神経保護効果の検証
菊池　清志（久留米大学　医学部　生理学講座　脳・神経機能部門）

（６）(公財)交通遺児等育成基金の支援 ★ 交通遺児の生活基盤安定を目的とする(公財)交通遺児育成基金を支援し、被害者救済に役立てる。 ○ 拠出団体（国やＪＡ共済連等）
の拠出分担割合にもとづく

【1,791千円】 ○ 平成30年度の交通遺児の加入遺児総数は603名

○ 自治体等の相談窓口等を通じた基金制度の紹介等。

（７）(公財)交通遺児育英会の支援 ★ 交通遺児の教育機会均等を目的とする奨学金事業等の支援を目的とする(公財)交通遺児育英会を支援し、被害者救済に
役立てる。

○ 活動状況についてヒアリングを
実施

【10,000千円】 ○ 平成30年度の在学奨学生数は1,036名

4．後遺障害認定対策

（１）適正な後遺障害認定に資する医療研
究に対する支援

★ 交通事故被害者に対する適正な後遺障害認定に資する医療研究に対する研究費用の一部を助成する。 ○ ＪＡ共済医療研究助成審査委員
会を開催し、助成対象を選定

【9,000千円】

○ 平成30年度の課題は、「外傷後高齢者上肢関節障害に関する研究」 ○ 各研究の成果については、報告
書の提出を求めるとともに、学
会等にも積極的に発表するよう
依頼している

補助対象事業者 補助対象事業の内容（概要） 備　　　考
【実績額】
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5．医療費支払適正化対策

（１）医療分野研修等の実施 ★ 医療分野研修を実施し、医療費支払の適正化を図る。 ○ 研修会の運営状況について現地
視察を実施

【54,173千円】
○ 医療研究研修部で、医療費査定業務に従事する者を対象とした医療費研修会（応用コース）、医療調査研修会（整形外
科コース、脳神経外科コース、フォローコース）の研修会を実施。研修会受講者は合計109名

補助対象事業者 補助対象事業の内容（概要） 備　　　考
【実績額】
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